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○沖縄県職業能力開発審議会設置条例 

 

（設置） 

第１条 職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第91条第１項の規定に基づ

き、沖縄県職業能力開発審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（担任する事務） 

 

第２条 審議会は、知事の諮問に応じ、沖縄県職業能力開発計画その他職業能力

の開発に関する重要事項を調査審議する。 

 

（組織及び任命） 

第３条 審議会は、委員15人以内で組織する。 

２ 委員は、労働者を代表する者、事業主を代表する者及び学識経験のある者の

うちから、知事が委嘱する。 

３ 委員のうち、労働者を代表する委員及び事業主を代表する委員は、それぞれ

同数とする。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員が学識経験のある者である委員のうちから選任する。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を代

理する。 

 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決す

るところによる。 

 

（特別委員） 

第７条 審議会に、委員のほか、特別委員を置くことができる。 

２ 特別委員は、関係行政機関の職員のうちから知事が任命し、又は委嘱する。 

３ 特別委員は、議決に加わることができない。 
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（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、商工労働部において処理する。 

 

（補則） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、会長が定め

る。 

 

 

 

○沖縄県立職業能力開発校の設置及び管理に関する条例（抜粋） 

 

（設置） 

第１条 職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号。以下「法」という。）第16

条第１項の規定に基づき、職業能力開発校を設置する。 

 

（名称及び位置） 

第２条 職業能力開発校の名称及び位置は、次の表のとおりとする。 

名称 位置 

沖縄県立具志川職業能力開発校うるま市字兼箇段1945番地

沖縄県立浦添職業能力開発校 浦添市字大平531番地 

２ 前項の職業能力開発校に、分校を置くことができる。 

 

（訓練科等） 

第３条 職業能力開発校の訓練科、入校者の定員及び訓練期間は、規則で定める。 

 

 

 

○職業能力開発促進法（抜粋） 

 

（職業能力開発基本計画） 

第五条 厚生労働大臣は、職業能力の開発（職業訓練、職業能力検定その他この

法律の規定による職業能力の開発及び向上をいう。次項及び第七条第一項にお

いて同じ。）に関する基本となるべき計画（以下「職業能力開発基本計画」と

いう。）を策定するものとする。 

２ 職業能力開発基本計画に定める事項は、次のとおりとする。 

一 技能労働力等の労働力の需給の動向に関する事項 

二 職業能力の開発の実施目標に関する事項 

三 職業能力の開発について講じようとする施策の基本となるべき事項 
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３ 職業能力開発基本計画は、経済の動向、労働市場の推移等についての長期見

通しに基づき、かつ、技能労働力等の労働力の産業別、職種別、企業規模別、

年齢別等の需給状況、労働者の労働条件及び労働能率の状態等を考慮して定め

られなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、必要がある場合には、職業能力開発基本計画において、特

定の職種等に係る職業訓練の振興を図るために必要な施策を定めることがで

きる。 

５ 厚生労働大臣は、職業能力開発基本計画を定めるに当たつては、あらかじめ、

労働政策審議会の意見を聴くほか、関係行政機関の長及び都道府県知事の意見

を聴くものとする。 

６ 厚生労働大臣は、職業能力開発基本計画を定めたときは、遅滞なく、その概

要を公表しなければならない。 

７ 前二項の規定は、職業能力開発基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県職業能力開発計画等） 

第七条 都道府県は、職業能力開発基本計画に基づき、当該都道府県の区域内に

おいて行われる職業能力の開発に関する基本となるべき計画（以下「都道府県

職業能力開発計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

２ 都道府県職業能力開発計画においては、おおむね第五条第二項各号に掲げ

る事項について定めるものとする。 

３ 都道府県知事は、都道府県職業能力開発計画の案を作成するに当たつては、

あらかじめ、事業主、労働者その他の関係者の意見を反映させるために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

４ 都道府県知事は、都道府県職業能力開発計画を定めたときは、遅滞なく、そ

の概要を公表するよう努めるものとする。 

５ 第五条第三項及び第四項の規定は都道府県職業能力開発計画の策定につい

て、前二項の規定は都道府県職業能力開発計画の変更について、前条の規定は

都道府県職業能力開発計画の実施について準用する。この場合において、第五

条第四項中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県」と、前条中「厚生労働大

臣」とあるのは「都道府県知事」と、「労働政策審議会の意見を聴いて」とあ

るのは「事業主、労働者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置

を講じた上で」と読み替えるものとする。 

 

（国及び都道府県の行う職業訓練等） 

第十五条の七 国及び都道府県は、労働者が段階的かつ体系的に職業に必要な

技能及びこれに関する知識を習得することができるように、次の各号に掲げる

施設を第十六条に定めるところにより設置して、当該施設の区分に応じ当該各

号に規定する職業訓練を行うものとする。ただし、当該職業訓練のうち主とし

て知識を習得するために行われるもので厚生労働省令で定めるもの（都道府県

にあつては、当該職業訓練のうち厚生労働省令で定める要件を参酌して条例で
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定めるもの）については、当該施設以外の施設においても適切と認められる方

法により行うことができる。 

一 職業能力開発校（普通職業訓練（次号に規定する高度職業訓練以外の職業

訓練をいう。以下同じ。）で長期間及び短期間の訓練課程のものを行うため

の施設をいう。以下同じ。） 

二 職業能力開発短期大学校（高度職業訓練（労働者に対し、職業に必要な高

度の技能及びこれに関する知識を習得させるための職業訓練をいう。以下同

じ。）で長期間及び短期間の訓練課程（次号の厚生労働省令で定める長期間

の訓練課程を除く。）のものを行うための施設をいう。以下同じ。） 

三 職業能力開発大学校（高度職業訓練で前号に規定する長期間及び短期間の

訓練課程のもの並びに高度職業訓練で専門的かつ応用的な職業能力を開発

し、及び向上させるためのものとして厚生労働省令で定める長期間の訓練課

程のものを行うための施設をいう。以下同じ。） 

四 職業能力開発促進センター（普通職業訓練又は高度職業訓練のうち短期間

の訓練課程のものを行うための施設をいう。以下同じ。） 

五 障害者職業能力開発校（前各号に掲げる施設において職業訓練を受けるこ

とが困難な身体又は精神に障害がある者等に対して行うその能力に適応し

た普通職業訓練又は高度職業訓練を行うための施設をいう。以下同じ。） 

２ 国及び都道府県が設置する前項各号に掲げる施設は、当該各号に規定する

職業訓練を行うほか、事業主、労働者その他の関係者に対し、第十五条の二第

一項第三号、第四号及び第六号から第八号までに掲げる援助を行うように努め

なければならない。 

３ 国及び都道府県（第十六条第二項の規定により地方自治法（昭和二十二年法

律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市（以下「指定都市」と

いう。）が職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発促進

センター又は障害者職業能力開発校（次項及び第十六条第二項において「職業

能力開発短期大学校等」という。）を設置する場合には、当該指定都市を、市

町村が職業能力開発校を設置する場合には、当該市町村を含む。以下この項に

おいて同じ。）が第一項各号に掲げる施設を設置して職業訓練を行う場合には、

その設置する同項各号に掲げる施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）

内において行うほか、国にあつては職業を転換しようとする労働者等に対する

迅速かつ効果的な職業訓練を、都道府県にあつては厚生労働省令で定める要件

を参酌して条例で定める職業訓練を実施するため必要があるときは、職業能力

の開発及び向上について適切と認められる他の施設により行われる教育訓練

を当該公共職業能力開発施設の行う職業訓練とみなし、当該教育訓練を受けさ

せることによつて行うことができる。 

４ 公共職業能力開発施設は、第一項各号に規定する職業訓練及び第二項に規

定する援助（指定都市が設置する職業能力開発短期大学校等及び市町村が設置

する職業能力開発校に係るものを除く。）を行うほか、次に掲げる業務を行う

ことができる。 
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一 開発途上にある海外の地域において事業を行う者に当該地域において雇

用されている者の訓練を担当する者になろうとする者又は現に当該訓練を

担当している者に対して、必要な技能及びこれに関する知識を習得させるた

めの訓練を行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、職業訓練その他この法律の規定による職業能力

の開発及び向上に関し必要な業務で厚生労働省令で定めるものを行うこと。 

 

（公共職業能力開発施設） 

第十六条 国は、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発

促進センター及び障害者職業能力開発校を設置し、都道府県は、職業能力開発

校を設置する。 

２ 前項に定めるもののほか、都道府県及び指定都市は職業能力開発短期大学

校等を、市町村は職業能力開発校を設置することができる。 

３ 公共職業能力開発施設の位置、名称その他運営について必要な事項は、国が

設置する公共職業能力開発施設については厚生労働省令で、都道府県又は市町

村が設置する公共職業能力開発施設については条例で定める。 

４ 国は、第一項の規定により設置した障害者職業能力開発校のうち、厚生労働

省令で定めるものの運営を独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構に行

わせるものとし、当該厚生労働省令で定めるもの以外の障害者職業能力開発校

の運営を都道府県に委託することができる。 

５ 公共職業能力開発施設の長は、職業訓練に関し高い識見を有する者でなけ

ればならない。 

 

（都道府県に置く審議会等） 

第九十一条 都道府県は、都道府県職業能力開発計画その他職業能力の開発に

関する重要事項を調査審議させるため、条例で、審議会その他の合議制の機関

を置くことができる。 

２ 前項に規定するもののほか、同項の審議会その他の合議制の機関に関し必

要な事項は、条例で定める。 

 

 


